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我が国の信用状取引慣習と紛争
－－最近の裁判例を巡って－－
西口 博之
1．はじめに－問題の所在
昨今の貿易取引における代金決済方法としての商業信用状の利用は、企業内・グループ内貿易の増
加の結果、特に 1998 年の外為法改正もあり激減しているのが現状であるが、それに反してその信用
状取引を巡る紛争例が増えている様に思える。その紛争の原因としては、わが国に固有の信用状取引
に関する商慣習を巡るものが目立つが、それは所謂外為約定書に絡む手形買戻し請求権に係わる紛争
であり、それに加えて最近ではUCP500 第 18 条問題並びに所謂 PPネゴ問題が議論の的となってお
り、いずれも貿易の世界ルールとも言うべき信用状統一規則UCPと我が国の外国為替取引に関する
商慣習が関連する分野である。
そこで、本論文ではその我が国の信用状取引慣習に関連する最近の紛争実態を裁判例から知ると共
に、その紛争原因となっている我が国の外国為替取引に関する商慣習のベースとなっている銀行取引
約定書と外国向為替手形約定書を中心とする銀行の買取システムと信用状統一規則との関連における
議論を分析しつつ、今後の我が国における信用状制度の在るべき姿などに言及してみたい。
2．我が国における信用状取引に関する最近の紛争例
先ず、わが国における最近 20 年間の信用状取引に関する裁判紛争例を下記に要約してみる1）。
（勝訴・敗訴の欄は銀行勝訴を○、敗訴を×とした）
判決日 裁判所 紛争当事者（銀行） 勝訴・敗訴 紛争原因
①昭和51・11・25 東京高判 銀行の直接介入なし 信用状開設遅延
昭和52・ 6 ・28 最三小判
②昭和51・12・17 大阪地判 東京銀行 ○ 非指定の買取銀行の
手形買取の可否
③昭和52・ 4 ・18 東京地判 第一勧業銀行 ○ デイスクレ・信用状
昭和59・ 4 ・26 東京高判 ○ 条件変更と受益者同意
④昭和58・ 3 ・ 3 東京地判 銀行の直接介入なし 不安の抗弁権
⑤昭和59・ 1 ・30 大阪地判 関西相互銀行 ○ デイスクレ
昭和60・ 7 ・31 大阪高判 ○
平成 2・ 3・20 最三小判 ○
⑥昭和61・ 3 ・28 大阪地判 韓国外換銀行 スタンドバイ信用状
昭和63・ 5 ・21 大阪高判 の有効期限
平成 3・11・18 最三小判
⑦昭和62・ 5 ・27 東京地判 富士銀行 ○ 書類点検義務違反
⑧平成 1・ 8・28 東京地判 信用金庫 UCP第 3条・4条の取立
紛争への適用
⑨平成 2・ 2・ 8 大阪地判 韓国外換銀行・ 外銀間の買戻し商習慣
インドステート銀行 認定
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⑩平成 2・11・19 東京地判 東京銀行 約定書 15 条買戻し
平成 3・ 8・26 東京高判 請求権
⑪平成 4・ 4・22 東京地判 三和銀行 書類点検義務・デイスクレ
買戻し請求権
⑫平成 5・ 2・22 東京地判 三菱銀行 約定書 15 条 2 項 1 号取立・
再買取の拒絶
⑬平成 9・ 6・30 東京地判 東京三菱銀行 ○ 書類点検義務
⑭平成 9・ 7・30 東京地判 あさひ銀行 不安の抗弁権
平成10・ 3 ・24 東京高判
⑮平成10・ 3 ・25 東京地判 第一勧業銀行 ○ 書類点検義務・買戻義務
の履行（信義則上の）
⑯平成12・ 9 ・25 大阪地判 中国国際商業銀行 × 信用状修正の通知遅れ
平成13・ 6 ・12 大阪高判 × （UCP18 条）
平成15・ 3 ・27 最一小判 ○
⑰平成12・12・18 東京地判 東京都民銀行 ○ 不安の抗弁権
⑱平成14・ 3 ・11 東京地判 みずほ銀行 × デイスクレ・UCP18 条
平成15・ 5 ・27 東京高判 ○
⑲平成14・ 7 ・11 東京地判 みずほ銀行 約定書 15 条による銀行の
平成15・ 1 ・27 東京高判 手形買戻し権の法的性質
⑳平成15・ 9 ・26 東京地判 バリバ銀行 デイスクレ・PPネゴ
平成16・ 3 ・20 東京高判
上記事例からして、特徴的なのはその紛争原因からしてこれらの裁判例が次のようなケースに分類
できることである。
（イ）信用状開設拒絶による紛争（不安の抗弁権）
（ロ）信用状開設並びにその修正通知の遅れによる紛争
（ハ）書類点検業務或いは書類のデイスクレに関する紛争
（ニ）外為約定書との関連で買戻し請求権の可否に関する紛争
（ホ）（ハ）の紛争結果としての（ニ）の紛争が並行して生じている場合
（へ）外銀間の買い戻し請求に日本の商慣習が適用されるか
（ト）その他スタンドバイ信用状に関する紛争
これらの類似裁判例からして争点ごとの裁判例が一番多いのが書類点検の不備或いはデイスクレに
起因するものとして、③・⑤・⑦・⑪・⑬・⑮・⑱・⑳などがある。次いで多いのが本題の外為約定
書に絡む買戻し請求権の可否に関する裁判例で⑩・⑫・⑲である。しかしながらそのほかに書類点検
義務違反ないしデイスクレが原因で決済代金の支払い拒絶などの紛争が生じ、その結果として手形買
戻し請求権に係る紛争へと発展しているケースとして⑪・⑮・⑳があり、これに外銀間の買い戻し請
求権事件⑨を加えると結局本題のケースが一番多い様に思える。
そこで、わが国における信用状取引に係る紛争では、手形買戻し請求権の問題が最重要問題と捉え
ることが出来るほか、最近新たに司法の場で登城してきたUCP500 第 18 条問題⑱と PPネゴ方式に
よる買取問題⑳が本問題に関連してくると考える。
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3．外為約定書が関連する紛争例
（9） 平成 2年 2月 8日大阪地判
外国為替公認銀行間の信用状に基づく荷為替手形の再買取取引において、信用状発行銀行が支払い
拒絶をした際、その支払い拒絶の理由を問わずに、再買取依頼銀行は再買取銀行の買戻し請求に対し
てこれに応ずる商慣習があり、それが外国銀行の在日支店間の取引にもあるとの司法判断が下された
ケース。
本事例では、我が国の貿易会社B社より商品を輸入する韓国の訴外A社よりの依頼で韓国の Y銀
行が取消不能信用状を開設しBはそれに基づきインドの在大阪 X銀行に買取りを依頼した。X銀行
は荷為替手形を買取り後 Y銀行大阪支店に再買取の依頼をしたが、Y銀行本店がその手形の支払いを
拒絶したため、X銀行が Y銀行に対して支払いを求めたものである。
尚、判旨では我が国では信用状発行銀行の支払い拒絶があった場合には、発行銀行と交渉して補償
を得ることのみを第一義とせず、支払依頼人に買戻しを行わせる取り扱いをし、これにより呈示書類
の審査の弾力性を図り、迅速な支払いが行われるという背景から、発行銀行の信用力よりも支払依頼
人の買戻し能力を含む信用力を重視しているという特殊性があり、全国銀行協会制定の銀行取引約定
書、外国向為替手形約定書にある買戻義務の規定に理解を示している。
この紛争には、上記司法判断の根拠となったと考えられる鑑定人意見と原告側のこの様な商慣習を
認めることは取消不能信用状の制度的基盤を空洞化するとして商慣行の否認を主張する意見とが分か
れている2）。
（10）平成 2年 11 月 19 日東京地判
平成 3年 8月 26 日東京高判
信用状付き荷為替手形の買取は、手形の売買であり、再買取銀行から償還を請求された買取銀行は、
その償還請求の正当性の如何を問わず、外国向為替手形取引約定書 15 条 2 項 2 号の規定により買取
依頼人に買い戻し請求が出来るとの判断が下されたケース。
本ケースでは、我が国の商社 Yがインドネシアから中国向けの合板取引に関し、信用状受益者A
からの委任を受け、我が国 X銀行に銀行取引約定書と外国向為替手形約定書を差し入れ X銀行に手
形の買取依頼をした。この信用状は香港のC銀行が発行し我が国のD銀行が確認をしている。X銀
行は買取りに応じD銀行に送付し再買取を受けた。ところが、C銀行は荷為替手形の作成名義人の
名称のデイスクレを理由にD銀行への補償を拒絶した。D銀行はC銀行の為替手形支払い拒絶を理
由に X銀行にその償還を求め、これに応じた X銀行が Yに対して為替手形の買戻しを請求し、これ
に応じなかった Yを提訴した。裁判所の判断は、上記の通り X銀行の請求を認容するもので、上述
の（9）のケースに同じくその判断には賛否両論がある3）。
尚、本件は控訴審でも第一審と同じ立場にたって Y銀行に買い戻しが出来るとした。
（11）平成 4年 4月 22 日東京地判
外国為替手形取引契約によると、本件取引は買取依頼人と買取銀行との間の本件手形の売買であり、
その買戻債権は手形上の債権ではないとした。
本事件では、被告 Yは香港所在のA社との間に輸出契約を締結し Z銀行からの信用状を得て、外
国為替手形の買取を X銀行に依頼した。X銀行は Yから銀行取引約定書並びに外国向為替手形取引
約定書を徴収して買取に応じた。しかしその後の買取分についてA社よりデイスクレの指摘があり
関連する手形の引き受けが拒絶されたので、X銀行は外為約定書第 15 条に基づき Yに対し買戻し請
求を行い提訴した。Yはこれに対して X銀行の本件請求権は手形法 70 条 2 項により手形の満期日か
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ら一年で時効消滅していることと X銀行のデイスクレの点検義務違反を理由に手形相当額の損害賠
償請求権と買戻し請求権を相殺すると抗弁した。裁判所の判断は、前者については本件外国向為替手
形取引は買取依頼人と買取銀行との間の手形売買であり、手形上の債権に基づくものではないとし、
後者についても買い取り銀行の義務を否定して X銀行の買戻し請求権を認容した。
本件での裁判所の請求権認定の根拠となっているのは、外為約定書に基づく外為手形取引契約の存
在である。しかし、本件についても買い戻し請求により買取依頼人に責任を全面的に負担させる仕組
みを輸出与信取引にも拡張した場合に、信用状という貿易取引の必要性に即して発達してきた國際的
な金融実務上の法的仕組みと何処かで矛盾を来させないという問題あるとの指摘もある4）。
（12）平成 5年 2月 22 日東京地判
外国向為替手形取引約定書 15 条 2 項 1 号にいう「外国向為替手形の取立て、再買取が拒絶され場
合」とは，事由の如何を問わず、取立て・再買取が拒絶された一切の場合をいうとの判断が示された。
本事件では、原告 Xは訴外 Aの振り出した信用状付き為替手形の買取を Y銀行横浜支店に依頼し、
Y銀行は買取に応じて代金を Xに支払いその殆どをA及び訴外Bに支払った。本件信用状では、訴
外D銀行が買取銀行に指定されていたので、Y銀行はD銀行に本件手形の再買取を依頼したところ、
D銀行は信用状発行銀行のE銀行シンガポール支店にコルレス契約がないためと船積書類に関する
疑義のために買取を拒絶した。Xから Y銀行には銀行取引約定書並びに外国向為替手形取引約定書の
差し入れがなされており、X銀行はその外為約定書第 15 条 2 項 1 号を理由に Yに対して本件為替手
形の買戻しを請求、これに対して買戻し債務不存在確認の訴訟を提起したもの。
裁判所の判断は文字通り事由の如何を問わず取り立て・再買取が拒絶された場合の一切の場合に買
い戻し請求権があるとのもので、原告 X主張の限定解釈を退けたがこの立場に理解を示す考え方も
ある5）。
（15）平成 10年 3月 25 日東京地判
外国向為替手形取引契約に基づき銀行が信用状付為替手形の買戻債務の履行を求めることが信義則
上許されないとされたケース。
本ケースで原告 X銀行は、被告会社 Yとの間に外国向為替手形取引契約を締結し、被告から為替
手形を買取り代金を支払った。原告 Xは元々別のM銀行との取引を行っていたものを、X銀行が買
い取りを行うことを強く希望しその関係書類の点検を X銀行の責任で行う旨の約束を行い買取を
行った。そして本件手形を指定銀行であるM銀行に再買取をうけていた。ところが信用状発行銀行
が書類のデイスクレを理由に本件手形の支払い拒絶を行ったために、M銀行は X銀行から買い戻し
を受けたが、X銀行は Y会社に買い戻しを請求し Y会社が応じないので提訴に及んだ。Yの主張は、
Xの買戻し請求権と Xの書類点検義務違反による損害賠償請求権を相殺すべきというものであった。
裁判所の判断は、本件でのデイスクレが些細な記載の不一致であり本来の司法判断からすれば買取
銀行の点検義務を問わないものを、原告の点検責任約束に加えて、記載不一致の原因の一端が原告側
にあることなどの特殊な事実関係から、本件手形の買戻し請求を認めるのは信義則上許されないとし
た。
（18）平成 14年 3月 11 日東京地判
平成 15年 5月 27 日東京高判
デイスクレに関する支払い拒絶の正当性について争われたケースであるが、同時に償還請求に関す
る合意の成否についても争われた。
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本事例では、原告銀行 Xと被告会社（輸入業者）並びにその連帯保証人との間で信用状取引契約が結
ばれ信用状が開設された。輸出地のA銀行は受益者（輸出者）から手形と船積書類を買取ったので X
銀行は A銀行と決済し補償債務を履行した。そこで X銀行は被告会社など Yに対して信用状取引約
定書に基づき補償に要した費用の償還を求めたところ、Yは必要書類の不備を理由に船荷証券の引取
りを拒絶した。第一審では書類の不備を認め X銀行の A銀行に対する補償債務を否定した。しかし
控訴審では、争点のデイスクレが軽微な不一致として第一審判決が取消された。その際デイスクレの
照会に関して償還請求をしない旨の合意の存否に付き争われ且つ償還請求権の行使が信義則違反に当
たるかどうかも争われたが、結局 Yの主張は認められなかった。
尚、第一審ではUCP18 条 b項に関して、「この規定は、他の銀行を利用した銀行が発行依頼人に
対し、当該他の銀行の行為について責任を負わないことを規定したものであり、他の銀行を利用した
銀行と当該他の銀行の関係を規律するものではないと解される。従って、指定銀行がデイスクレの存
在に拘わらず信用状を買い取った場合に、当該指定銀行を利用した発行銀行が、当該指定銀行に対し、
補償債務を負うことになるものではない」と言及されており、この規定が発行銀行と指定銀行（買取
銀行）との関係を規律するものではなく、発行銀行が買取り銀行に補償債務を負うことにはならず、
本件でも X銀行は A銀行に対する補償債務を負わず、ましてやデイスクレによる不一致のあるまま
の補償をした場合にはその履行は委任の本旨に反するもので、費用償還を委任者である発行依頼人 Y
に請求することは出来ないと判じた。
尚、UCP18 条に関しての紛争例については、上記⑯に関連して判例批判として言及されているも
のがある6）。
（19）平成 14年 7月 11 日東京地判
平成 15年 1月 27 日東京高判
外国向為替手形取引約定書 15 条の規定に基づく銀行の手形買戻請求権の法的性質と時効期間が争
われたケースである。
本ケースでは、被告会社（輸出業者）Yは中国の A社（輸入業者）との契約の履行に際し、脱退原告B
銀行に対し買取りを依頼し、B銀行は中国のC銀行発行による本件信用状による外国為替手形を買
取った。B銀行は発行銀行のC銀行に対して手形金の支払いを請求したが、C銀行が船荷証券上の
デイスクレを理由に手形の支払いを拒絶したので、B銀行と合併した X銀行が Y会社などに対して
買戻し請求権に基づく買取代金の請求訴訟を提訴した。これに対して、Y会社などは買戻し請求権の
消滅時効（手形上の請求権として一年での時効）並びにBに対する貨物保管義務違反による損害賠償
請求権との相殺を主張した。本件では第一審並びに控訴審ともに買戻し請求権を肯定したが同時にそ
の法的性格についての争いともなり、裁判所は本請求権が商行為による債権で消滅時効は 5年である
として消滅時効の適用を否定した。
（20）平成 15年 9月 26 日東京地判
平成 16年 3月 20 日東京高判
デスクレの有無といわゆる PPネゴ方式（我が国固有の商慣習）による買取が信用状統一規則による
買取に該当することの判断が示されたケースである。
本事例では、原告日本法人 X社とインド法人A社との間の売買契約に付き、被告 Y銀行が発行し
た回転式信用状（前月の支払いに応じて同額が復元し再度利用可能となる）に基づく Xの手形の買取
をB銀行が所謂 PPネゴ方式により行った。しかし、発行銀行が書類の不備と買取りによる信用状の
未復元というデイスクレを理由に支払い拒絶を行ったので、Xが手形を A銀行から買い戻し Y銀行
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に対して直接請求・提訴したものである。本件での争点は他に國際裁判管轄並びに準拠法の問題も
あったが書類の不備はともかく主な争点は PPネゴが買取りか或いは単なる取立てかであり、この点
で司法判断を強く批判する意見が目立つ7）。
4．我が国における信用状取引慣習
我が国における外為取引に係わる買取銀行の実務としては、与信の基本約定書である「銀行取引約
定書」と買取に関する特約を定めた付属約定書である「外国向為替手形取引約定書」がベースとなっ
ており、信用状取引の下での為替手形の買取についてもこのルールが適用され、それが商慣習である
と説明されている。それは、信用状に基づく買取であっても買取銀行にとっては専ら買取依頼人の与
信として捉える結果、外国為替手形も国内での商業手形の割引と同様、誠実で、万一のときの買戻し
資力のある、与信先として適格な取引先が買取依頼人となる場合に限り、ケースバイケースで担保の
差し入れを受けた上で買い取りに応じるとの考え方によるものである8）。
そして、外為約定書が必要である根拠として説明されているのは、信用状発行銀銀行の倒産とか輸
入国の政治・経済事情の悪化による為替制限（カントリーリスク）などの外為手形決済不能リスクに加
えて偽造信用状の存在・信用状条件の解釈に関するトラブル・書類点検業務の困難さなどが見られ
る9）。
因みに、その外為約定書の買取に関する条項を買取の定義並びに買戻債務についての規定を見てみ
ると次の通りである10）。
＊約定書第 1条 6号（買取の定義）
「貴行が外国為替手形の交付を受け対価としてその代り金を私に支払うことを言う。尚、信用状
条件により貴行が引受人又は支払人に指定されている外国向為替手形について、貴行がその交付を
受け、引受署名をしたうえ対価としてその代り金を私に支払い若しくはその手形を私に交付し又は
私若しくは私以外の手形所持人に支払いをすることも言う」
＊約定書第 15 条 2 項（買戻し債務）
上記の買取に該当する場合で、5条 1項（偽造などで買い取り銀行に迷惑をかける場合）以外にも
次の各号に該当する場合も買い戻し債務を負担する旨の規定がある。
① 手形の取立て・再買取が拒絶された場合
② 手形の代り金相当額の償還を請求された場合
③ 手形の支払義務者による支払いが行われたにも係わらず、銀行における手形の代わり金の回収
が遅延し又は不能となった場合
④ ①－③以外に債権保全を必要とする相当の事由が発生した場合
5．信用状統一規則と我が国の信用状取引慣習
信用状統一規則と外為約定書との関係については、「信用状統一規則制定の対象は、信用状発行銀
行及びその後における要求書類の支払い・引き受け・買取の指定銀行への呈示と発行銀行による補償
までの事務取り扱いを中心に展開される指図・委任次第の取引を規定するものであって、顧客との間
の信用状発行前の及び信用状の権限外の特約や与信行為については、別個の取り決め、即ち信用状取
引約定書及び外国向為替手形取引約定書による11）」とか、「信用状統一規則は、発行依頼人と発行銀
行間の権利義務を直接規律するものではないため、我が国では全国銀行協会連合会が、両当事者間の
権利義務を定めるものとして 1988 年に制定した信用状取引約定書を使用することにしている12）」と
説明されている一方、統一規則が約定書の特別規定であるという観点から「信用状統一規則は輸入取
引を中心とする包括的な約定である輸入約定書の特別法に相当するものとして位置づけられる13）」な
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どとも説明されている。
この様に、両者の関係をルール適用についての次元の異なる問題と捉えるか或いは外為約定書も世
界的な貿易決済ルールである統一規則の援用を行っている以上、統一規則の優位性を考慮する必要が
あるとの見方の相違があり、それが一連の紛争での買戻し請求権の可否判断の根拠となっているもの
と思う。
しかしながら、最近これら一連の裁判例での司法判断には、特に後者の立場からのこれらの我が国
の信用状取引にかかわる慣習に対する批判が見られ、それは上述した裁判例での司法判断に対する
個々の批判に加えて、約定書は信用状制度の本質に反するとする次のような総体的な批判がある。
＊橋本喜一：信用状における償還請求の諸問題（上）」『手形研究』493 号 1994 年 14 頁以下。判例
時報 1368 号 5 頁以下。民商法雑誌 103 巻 2・3 号 1 頁以下。「現代の荷為替信用状をめぐる法的
諸問題－im Lehrbuchsstil－」『追手門経済・経営研究』第 10 号（2003 年）25 頁以下。
具体的には上記紛争事例の⑤・⑨・②・③・⑩のケースについての判決への批判がなされている
外、②に関して、商慣習としての償還請求権にかんして「被告銀行が主張し、裁判所によるとそ
れは実際にも商慣習として存在すると称される「商慣習としての償還請求権」という概念は発行
銀行にとっても珍奇である。これは発行銀行は受益者に対し、受益者振出手形の支払い・買取を
しても、それには商慣習上、償還請求権が認められているというものであろう。しかし、信用状
の発行銀行である被告銀行は常に償還請求権を免除して買取をしなければならない（UCP500 第
9 条 a）。被告銀行のこの主張は、約束手形の振出人には商慣習上常に償還請求権が認められてい
ると言うにも等しく、誤りである。裁判所は被告銀行のこの主張を、被告銀行に場合によっては
承認されるべき不当利得返還請求権と混同したのであろうか」と批判されている。
＊浜田道代：外国向為替手形取引約定書に基づく信用状付外国向為替手形の買戻請求の可否」金融
法務事情 1364 号 1993 年 11 頁以下。
「買戻し請求により割引依頼人に責任を全面的に負担させる仕組みを輸出与信取引にも拡張した
場合に、信用状という貿易取引の必要性に即して発達してきた国際的な金融実務上の法的仕組み
とどこかで矛盾を来たさないか？」
＊岡野祐子：「信用状制度と日本の商習慣」『論点解説・国際取引法』（法律文化社）2002 年 105 頁以
下。
「信用状は発行銀行が信用状条件の一致という停止条件付で支払確約するものであるが、約定書で
は為替手形の支払義務者による支払・引受・債務の確認の拒絶があった場合、買取依頼人への買戻し
請求の認容が可能であり、発行銀行からの補償拒否の場合、依頼人に買い戻しさせ得ることになる。
また銀行が為替手形の引受人・支払人・に指定されている支払信用状・引受信用状でも銀行は手形外
の特約として買取の場合と同様に買戻請求を取引先になしうることで、信用状上買取引受銀行に指定
されていても、受益者が約定書を差し入れなければ買い取りなどに応じない。この様なわが国におけ
る信用状取引実務は、輸出サイドにおいては、統一規則よりも外為約定書を優先させてなされる。こ
の様なわが国の慣習に対しては、信用状の基本的構造と矛盾するものだという批判がなされている」
6．おわりに
荷為替信用状制度というのは、買主の依頼をうけた信用状発行銀行が買主からそれなりの担保を取
り与信を与えて信用状を発行し、売主はその信用状の一定の条件を成就すれば発行銀行から支払いが
保証される制度であり、その買取の確約は信用状統一規則UCP第 9条（a）（）に規定される通りであ
る。
従い、本来的には買取人は発行銀行よりの求償を考えれば、売主である買取依頼人に対して再度の
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担保を取って与信取引を行いその前提としての外為約定書の差し入れは重複行為になるのではなかろ
うか？
これは銀行サイドにとり、発行銀行の信用不安並びにカントリー・リスクとデイスクレに係わる点
検業務の困難さを理由にそのリスクを買主に転嫁しようとするのが真意ではないかと思う。しかし、
その根拠のうちの前者は、國際商取引には固有のリスクであり買主への転嫁は行き過ぎとも考えられ、
後者のデイスクレ問題については実務的にはケーブル・ネゴ或いは L/Gネゴといった安易な解決策
が講じられる一方、UCPでの規定並びに判例でも些細な書類の不一致は許されることより、いま一
つ納得がいかない面もある。加えて、この約定書の制定が昭和 37 年からおよそ 20 年間かかり全国銀
行協会連合会の手で完成したが、その当時は我が国の輸出取引での決済方法が殆ど荷為替信用状制度
に限定されたに等しく、外為約定書をベースとする外為銀行との信用状取引もいわば附合契約であっ
た事情を考える時、これが我が国における信用状取引の商慣習であるのかという疑問を禁じえない。
いずれにしても、その後の國際商取引環境は大きく変わり、昨今の貿易取引では企業内・グループ
内貿易の増加、新外為法の施行などで実際の荷為替信用状の利用は従来の四分の一程度に落ち込んで
いて、それに変わる新しい代金決済方法の実現も見られる現状からすれば、売主・買主双方にとって
負担の大きな従来の荷為替信用状制度の見直しを行う意味でも、この評判の悪い約定書制度をいま少
し改善する方向に検討されるべきではないかと考える。
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Commercial Practice in Japan of Documentary
Credit Transactions
: In Relation to Recent Disputes
Hiroyuki NISHIGUCHI
In Japan, we have a very peculiar commercial practice of the transactions for Documentary Letter of
Credit System which causes several disputes in our export business.
This paper firstly investigates trial cases on this issue and secondly analyzes decisions made by the
court in relation to whether they are acceptable from the point of view of world standards such as UCP
(Uniform Customs and Practice for Documentary Credits) and finally make some proposals of how to
improve this commercial practice to meet world standards.
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